








車は, 技術自体が発展途上にあり, 現時点では, 実際の事故事例はほと
んどない｡ そこで, 著者は, 現在, 実際の事故事例に代わり, 自動運転

































相当するものを含む｡ 以下同じ｡) が存在する自動運転システムと, 当
該車両外に使用者が存在し, その者の遠隔監視・操作等に基づく自動運












































































































る ｢道路運送車両の保安基準｣ において定められるところ, 年３月
公布予定の保安基準は, レベル３を対象としている｡
では, レベル４については, 当面, どのような取扱いになるのであろ
うか｡






の対応によることとなる｡ そして, 年９月改訂の ｢自動運転の公道






































を踏まえて, 国内的には, 国際的な議論状況に配慮しつつ, 当面の措置
として, 実証実験の枠組を活用し, 実質的には, 自動運転システム作動
中の使用者に, ｢(実験) 車両が走行している間, 常に (実験) 車両の周
































であるところ, 同バスについては, 事故当日の日常点検整備も, 直近
の定期点検整備も, 行われていたが, 不具合が判明していなかった｡






らず, バスの停止後, モニターを確認したところ, 猫が走り去ってい
くのが見えたことから, 自動運転バスが猫を検知して急停止したもの
の, 特に問題はないと判断し, そのまま再発進の操作を行った｡ しか
し, 自動運転バスは, 再発進直後に衝撃を検知し, 急停止した｡ 同バ
















て, 類似事例を設定し, ドライバーに対する過失運転致傷罪 (自動車の
運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律 (以下 ｢自動車運







自車前部に軽い衝撃を感じた｡ 同バスは, その際, 猫を追い掛けて走っ
てきた子供に衝突しており, 子供は, これによって頭部擦過傷を負っ
た｡








たのだと思い, そのまま再発進した｡ しかし, 再度自車前部に衝撃を




































後, 青信号に従って再発進するような場合であれば, わざわざ, 降車し
て自車の前方や車底部を確認するまでの必要はなく, 前方左右を確認し,
信号に確認して発進すれば, 安全確認方法としては十分である｡ これに










本件事例について, これを見るに, ドライバーは, 停止直前に自車前
部に衝撃を感じており, 何かに衝突したことが明らかな状況であったの


































の後, 第２段階の訴訟として, バス会社の保険会社が, 保険代位に基づ
き, 自動車メーカー及び部品メーカーに対する求償請求訴訟がなされる
可能性がある｡ ただ, 同請求は, 製造物責任法上の製造物責任 (同法第
３条) に基づいて行われるところ, 同責任は, 過失は要件ではないが,


















第３に, 事実上の一般論として, 刑事責任は, 和解がなく, 被疑者の
処罰の成否に直結するため, 過失の有無が徹底的に争われる傾向が強い





では, 本件事例の第１事故, すなわち, 自動運転バスの自動走行装置
作動中に子供に衝突した事故における刑事責任について検討する｡ 民事
責任と異なり, 刑事責任では, 業務上過失致死傷罪 (刑法第条前段)
も, 過失運転致傷罪 (自動車運転死傷行為等処罰法第５条) も, 法人が











２２３のとおり, 現段階では, 国際的には, 遠隔型自動運転システ
ムと道路交通条約との整合性が必ずしも明確にはされていない状況の下,




択肢としては, ①遠隔監視操作者は, 道路交通法上の ｢運転者｣ に含ま
れるとして, ｢運転者｣ に課せられた義務規定を適用し, 交通事故時の
刑事責任については, 自動車運転死傷行為等処罰法を適用する, ②遠隔
監視操作者は, ｢運転者｣ には含まれないとして, 別途遠隔監視操作者
の義務規定を設け, 業務上過失致死傷罪を適用する, ③遠隔監視操作者




者の刑事責任は, レベルによって全く異なってくるため, 以下, レベル
２以下, レベル３, レベル４について, それぞれ検討する｡
６１２ レベル２以下
前記のとおり, 制度整備大綱は, 当面の措置として, 実証実験の枠組
を活用し, 実質的には, 自動運転システム作動中の使用者に, ｢(実験)
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車両が走行している間, 常に (実験) 車両の周囲及び走行する方向の状





レベル２以下であれば, 操縦の主体は, システムではなく, 遠隔監視
































は, 明確な規定ないし解釈がなく, 今後, 道路交通条約における遠隔監
視操作者の位置付けを踏まえて, 国内法上の法整備がなされることとな









第７１条第５号の５の規定は, 適用しない｡｣ として, 下記３要件を満
たす場合に携帯電話使用及び画像表示用装置の画像の注視の禁止規定の
適用除外を認めており, 適用除外の３要件として, ①整備不良車両に該










るかを検討する｡ 本件事例では, センサーの精度が下落し, 保安基準を
満たさなくなった時点で, ｢①整備不良車両に該当する場合｣ に当たり,
遠隔監視操作者は, 直ちに認知・操作していなければならなかったこと
















場合, 遠隔監視操作者は, ｢②使用条件を満たさなくなった場合｣, すな









｣ によると, 走行環境条件が満たすべき基準として, ｢通常予見する











レベル４では, 限定領域内において, 操縦の主体は, システムであり,
システムが全ての動的運転タスクを実行するだけでなく, 作動継続が困











し, 日常点検整備 (道路運送車両法第条の２) 及び定期点検整備 (同
法第条) を行い, 検査 (同法第条等) を行うことを義務付けている｡
そして, 事業用自動車に関しては, 自家用自動車より確実に点検を行う
必要があるため, 日常点検は, １日１回実施する必要があり (道路運送
車両法第条の２第２項), 定期点検は, 実施期間の間隔が短く定めら















ものの, 運行した場合｣, ｢③点検整備を行っていなかった場合｣ といっ
た場合分けが想定され, それぞれ問題状況が異なる｡ 本件事例は, ｢①
点検整備を行ったが, 不具合が判明していなかった場合｣ であるところ,







ろう｡ ただ, 本件事例では, 被害者である子供による直前横断という事
情があるため, ｢結果回避可能性｣ ないし ｢不適切な点検整備行為と結















































ている｡ そして, 自動車の型式認証制度には, 申請者の利便性や自動車
審査業務の適切, かつ, 能率的な実施を図るため, ｢型式指定制度｣ と
｢新型届出制度｣ があり, ｢型式指定制度｣ は, 同一モデルが大量生産さ







































｡ そして, 年４月の制度整備大綱は, 無人自動運転移動サービ
ス (レベル４) については, 当面の対応として, ｢現行の保安基準のう
ち当該サービスの実現において適用する必要のないものについては, 現
在実証実験の際には活用可能な基準緩和制度を事業化の際にも活用可能














方向性を見るには判例の蓄積を待つ必要がある｡ ただ, この点, 制度整
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備大綱は, ｢今後, 自動運転車を市場化する際には, 交通ルール, 運送










問題となる｡ 責任主体の特定のためには, 当該組織の職務権限規程, 業
務分掌規程等の内部規程により各人の権限を明らかにするとともに, 活
動実態として, 作成過程における各人の役割, 作成業務の実態等を明ら

























次に, 第２事故, すなわち, 自動運転バスの停止後, 遠隔監視操作者
が, モニターを確認し, 再発進の操作を行ったところ, 倒れた状態の子
供の足を轢過した事故について, 遠隔監視操作者, 管理者・監督者, 自















ら操縦をすることは想定され, その場合, 操縦の主体は, 遠隔監視操作





本件事例について, これを見るに, ４３で検討したとおり, 本件類
似の従来型自動車の事故事例においては, ドライバーは, 停止直前に自
車前部に衝撃を感じており, 何かに衝突したことが明らかな状態であっ
たのであるから, 降車して, 衝撃の原因を確認し, 運転席からの死角部
分となる自車の前方や車底部を確認するべき注意義務があったにもかか
わらず, これを怠ったとして, 過失運転致傷罪に問われる｡ このことに





















































































































向けた調査研究報告書 (道路交通法の在り方関係)｣ では, 自動運転中






















会議 ｢官民	構想・ロードマップ｣, , 年
(２) 同上, 
(３) 同上, 



























() 警察庁 ｢道路交通法改正試案｣, 年
() 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略
会議 ｢自動運転に係る制度整備大綱｣, 	, 年
() 警察庁 ｢自動運転の公道実証実験に係る道路使用許可基準｣ 改訂, 
年
() 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略















	, 年｡ 吉田直可 ｢自動運転車の社会的意義と社会実装時のルー
ルについて｣ 『自動運転と社会変革―法と保険』 	, 年｡
() 互敦史 ｢基礎から分かる交通事故捜査と過失の認定｣ 二訂版, 	,
年
() 清水勇男ほか ｢新・交通事故捜査の基礎と要点｣, 	, 年
() 名古屋高裁昭和年５月８日
() 中山幸二 ｢自動運転の事故責任と模擬裁判の試み｣ 『自動運転と社会変









() 警察庁 ｢自動運転の公道実証実験に係る道路使用許可基準｣ 改訂, 
年｡ 括弧は, 著者による加筆｡
() この点, 遠隔自動運転システムの場合, 通信タイムラグがあるため, 停
止に要する距離が従来型自動車の場合より長くなる｡ 年３月公表の
｢遠隔型自動運転システムを搭載した自動車の基準緩和認定に関する基本




じた値 (空走距離)｣ ＋ ｢当該速度から制動装置を作動させた際に車両が停





















会議 ｢自動運転に係る制度整備大綱｣, , 年
() 幕田英雄 ｢捜査実例中心刑法総論解説｣ 第２版, , 年
() 大塚仁ほか ｢大コンメンタール刑法｣ 第３巻第３版, , 
年
() 幕田英雄 ｢捜査実例中心刑法総論解説｣ 第２版, , 年







() 幕田英雄 ｢捜査実例中心刑法総論解説｣ 第２版, 	
, 年
() 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略
会議 ｢官民構想・ロードマップ｣, 	, 年
() 川崎友巳 ｢企業の刑事責任｣, 	, 年
(
) 樋口亮介 ｢法人処罰と刑法理論｣, 	１, 年









() 本稿は, 自動運転の社会実装に伴う法律問題を考えるシンポジウム (
年２月日, 於・名古屋大学) における発表を詳細化し, 加筆・修正等を
施したものである｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
